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１．予算の概要

（１）会計別総括

　年　 度　　　

    会     計     区　　　分

191,981,000 1,878,557

3,241,749

523,329

38,158,847

36,611,585

9,699,449

88,234,959

280,215,959 1,878,557

　年　 度　　　

    会     計     区　　　分

19,071,260

23,031,444

収 　益 　的 　収 　支 13,934,641

14,094,611

資 　本　 的　 収　 支 5,136,619

8,936,833

25,684,079

28,545,064

収 　益 　的 　収 　支 24,856,503

26,341,003

資 　本　 的　 収　 支 827,576

2,204,061

331,792,467 1,878,557総   　   　　計　　

下 水 道 事 業 費
収　入

支　出

市 民 病 院 事 業
収　入

支　出

特
 
別
 
会
 
計

小 計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 費

合   　   　　計　　

公
 
営
 
企
 
業
 
会
 
計

支　出

収　入

収　入

支　出

収　入

支　出

収　入

支　出

介 護 保 険 事 業 費

国 民 健 康 保 険 事 業 費

墓 園 事 業 費

当初予算額
専決処分による

補正額
６月補正額

令   和   ８

北部第二(三地区)土地区画整理事業費

一 般 会 計

令   和   ８

当初予算額
専決処分による

補正額
６月補正額
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　   (単位　千円）

令和７年度

193,859,557 180,895,000 12,964,557 107.2

3,241,749 3,429,165 △ 187,416 94.5

523,329 770,188 △ 246,859 67.9

38,158,847 37,995,002 163,845 100.4

36,611,585 35,138,449 1,473,136 104.2

9,699,449 8,397,786 1,301,663 115.5

88,234,959 85,730,590 2,504,369 102.9

282,094,516 266,625,590 15,468,926 105.8

令和７年度

19,071,260 17,243,495 1,827,765 110.6

23,031,444 21,252,755 1,778,689 108.4

13,934,641 13,841,357 93,284 100.7

14,094,611 13,688,297 406,314 103.0

5,136,619 3,402,138 1,734,481 151.0

8,936,833 7,564,458 1,372,375 118.1

25,684,079 24,016,900 1,667,179 106.9

28,545,064 26,497,222 2,047,842 107.7

24,856,503 23,391,510 1,464,993 106.3

26,341,003 24,632,887 1,708,116 106.9

827,576 625,390 202,186 132.3

2,204,061 1,864,335 339,726 118.2

333,671,024 314,375,567 19,295,457 106.1

前年度対比
（Ａ）／（Ｂ）

％
計

（Ａ）
当初予算額
（Ｂ）

比較
（Ａ）－（Ｂ）

比較
（Ａ）－（Ｂ）

前年度対比
（Ａ）／（Ｂ）

％
計

（Ａ）
当初予算額
（Ｂ）
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　２．歳入の状況（一般会計）

（１）歳入の内訳

　　　　　　　 令　　　和　　　８　　　年　　　度　　　

　　区　　　　　分

市 税 90,456,000 90,456,000

自 分 担 金 及 び 負 担 金 1,687,825 1,687,825

使 用 料 及 び 手 数 料 3,319,753 3,319,753

主 財 産 収 入 690,325 690,325

寄 附 金 1,715,448 1,715,448

財 繰 入 金 7,573,310 7,573,310

　 繰 越 金 2,000,000 161,613 2,161,613

源 諸 収 入 3,777,795 2,500 3,780,295

計 111,220,456 164,113 111,384,569

地 方 譲 与 税 850,896 850,896

利 子 割 交 付 金 141,000 141,000

配 当 割 交 付 金 1,002,000 1,002,000

株式等譲渡所得割交付金 1,394,000 1,394,000

依 法 人 事 業 税 交 付 金 1,211,000 1,211,000

地 方 消 費 税 交 付 金 11,230,000 11,230,000

存 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 21,000 21,000

環 境 性 能 割 交 付 金 1 1

財 地 方 特 例 交 付 金 813,600 813,600

地 方 交 付 税 150,000 150,000

源 交通安全対策特別交付金 41,000 41,000

国 庫 支 出 金 37,295,899 387,068 37,682,967

県 支 出 金 15,699,148 △ 4,424 15,694,724

市 債 10,911,000 1,331,800 12,242,800

計 80,760,544 1,714,444 82,474,988

　合　　　　　　　　　計 191,981,000 1,878,557 193,859,557

当初予算額 ６月補正額
計

（Ａ）
専決処分による

補正額
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（単位　千円）

　　　　　　　 令　　　和　　　８　　　年　　　度　　　 令和７年度 前年度対比

構 成 比 構 成 比 （Ａ）／（Ｂ）

％ ％ ％

46.7 89,434,000 49.4 1,022,000 101.1

0.9 1,392,107 0.8 295,718 121.2

1.7 3,372,175 1.9 △ 52,422 98.4

0.4 791,175 0.4 △ 100,850 87.3

0.9 1,245,732 0.7 469,716 137.7

3.9 6,042,493 3.3 1,530,817 125.3

1.1 2,000,000 1.1 161,613 108.1

1.9 4,144,020 2.3 △ 363,725 91.2

57.5 108,421,702 59.9 2,962,867 102.7

0.5 917,615 0.5 △ 66,719 92.7

0.1 68,000 0.0 73,000 207.4

0.5 734,000 0.4 268,000 136.5

0.7 1,221,000 0.7 173,000 114.2

0.6 1,131,000 0.6 80,000 107.1

5.8 10,687,000 5.9 543,000 105.1

0.0 18,000 0.0 3,000 116.7

0.0 274,000 0.1 △ 273,999 0.0

0.4 479,000 0.3 334,600 169.9

0.1 100,000 0.1 50,000 150.0

0.0 54,000 0.0 △ 13,000 75.9

19.4 35,969,515 19.9 1,713,452 104.8

8.1 13,484,868 7.5 2,209,856 116.4

6.3 7,335,300 4.1 4,907,500 166.9

42.5 72,473,298 40.1 10,001,690 113.8

100.0 180,895,000 100.0 12,964,557 107.2

比較
（Ａ）－（Ｂ）当初予算額

（Ｂ）
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３．歳出の状況（一般会計）

　（１）目的別歳出の状況

令　和　８　年　度

区　　　分

議 会 費 680,804 680,804

総 務 費 20,144,763 5,381 20,150,144

環 境 保 全 費 1,967,632 1,967,632

民 生 費 90,293,827 517,419 90,811,246

衛 生 費 21,616,680 1,349,278 22,965,958

労 働 費 452,152 452,152

農林水産業費 589,978 589,978

商 工 費 1,900,783 1,900,783

土 木 費 20,476,978 20,476,978

消 防 費 7,270,857 6,479 7,277,336

教 育 費 17,774,341 17,774,341

公 債 費 8,712,205 8,712,205

予 備 費 100,000 100,000

合 計 191,981,000 1,878,557 193,859,557

当初予算額 ６月補正額
計

（Ａ）
専決処分による

補正額
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（単位　千円）

令　和　８　年　度 令和７年度

0.4 677,981 0.4 2,823 100.4

10.4 21,870,510 12.1 △ 1,720,366 92.1

1.0 1,918,227 1.1 49,405 102.6

46.8 85,125,941 47.1 5,685,305 106.7

11.8 18,082,051 10.0 4,883,907 127.0

0.2 446,680 0.2 5,472 101.2

0.3 766,858 0.4 △ 176,880 76.9

1.0 1,703,022 0.9 197,761 111.6

10.6 20,441,319 11.3 35,659 100.2

3.8 5,856,666 3.2 1,420,670 124.3

9.2 15,039,280 8.3 2,735,061 118.2

4.5 8,866,465 4.9 △ 154,260 98.3

0.0 100,000 0.1 0 100.0

100.0 180,895,000 100.0 12,964,557 107.2

構成比
％

比較
（Ａ）－（Ｂ）

前年度対比
（Ａ）／（Ｂ）

％
構成比
％

当初予算額
（Ｂ）
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　（２）性質別歳出の状況

令　　和　　８　　年　　度

区       分

人 件 費 34,242,553 34,242,553
消

物 件 費 37,070,693 19,640 37,090,333
費

維 持 補 修 費 1,276,140 1,276,140
的

扶 助 費 61,546,754 500,660 62,047,414
経

補 助 費 等 15,207,777 2,500 15,210,277
費

計 149,343,917 522,800 149,866,717

補 助 事 業 費 9,715,348 9,715,348
投
資
的 単 独 事 業 費 5,495,614 1,355,757 6,851,371
経
費

計 15,210,962 1,355,757 16,566,719

8,711,614 8,711,614

16,186,373 16,186,373

2,528,134 2,528,134

191,981,000 1,878,557 193,859,557

当初予算額
専決処分による

補正額
６月補正額

計
（Ａ）

合      計

そ    の    他

公    債    費

繰    出    金
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（単位　千円）

令　　和　　８　　年　　度 令 和 ７ 年 度

構成比 構成比

％ ％

17.7 32,117,713 17.8 2,124,840 106.6

19.1 34,064,685 18.8 3,025,648 108.9

0.7 1,376,529 0.8 △ 100,389 92.7

32.0 58,304,616 32.2 3,742,798 106.4

7.8 14,096,459 7.8 1,113,818 107.9

77.3 139,960,002 77.4 9,906,715 107.1

5.0 9,019,830 5.0 695,518 107.7

3.5 5,165,827 2.8 1,685,544 132.6

8.5 14,185,657 7.8 2,381,062 116.8

4.5 8,865,874 4.9 △ 154,260 98.3

8.4 15,687,469 8.7 498,904 103.2

1.3 2,195,998 1.2 332,136 115.1

100.0 180,895,000 100.0 12,964,557 107.2

前年度対比
（Ａ）／（Ｂ）

％
当初予算額

（Ｂ）

比較
（Ａ）－（Ｂ）
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 ４．補正事業の概要

　総務費

款 ２ 項 １ 目 １２細目 02 説明 10

【施策等を必要とする背景】
　　湘南台駅周辺では、地域からの要望に基づいて駅地下アートスクエアの整備を行い、各種イ
　ベントなどで世代を超えた交流が生まれる場となってきている。さらなるまちの活性化に向け、
　駅周辺の都市空間の有効活用とエリア価値向上について、多様な方が幅広く参画し、外部コン
　サルタントの支援のもと勉強会やワークショップを重ねてきた。このような取組を経て、地域
　の方々からアートスクエアのさらなる活用を通じ、特色を生かした湘南台のまちづくりを進め
　ることが求められている。

【提案に至るまでの経緯】
　　アートスクエアのさらなる活用を通じて特色を生かした湘南台のまちづくりを進めることを
　求める提言書が令和８年３月１５日付けで湘南台地区郷土づくり推進会議から市に提出された。
　提言書では、湘南台地区のまちづくりの方向性を示す「未来ビジョン」の策定及びまちづくり
　活動やまちのマネジメント（運営・管理）を継続的・安定的に進めていくための持続的な体制
　づくりについて検討することが求められており、国土交通省の「官民連携都市再生推進事業」
　を活用し、さらなるまちの活性化に向けた取組を進めるもの。

【市民参加の実施の有無とその内容】 有
　　令和５年度にはアートスクエアの有効活用について郷土づくり推進会議委員を中心として勉
　強会を開催。令和６年度には国土交通省の官民連携まちなか再生推進事業のプログラムを活用
　し、ワークショップを開催。令和７年度にはより幅広い関係団体が参加するシンポジウムや社
　会実験等を実施した。

【市の策定する計画や条例との整合性】
　　湘南台駅周辺は藤沢市都市マスタープランにおいて、北部の広域的な交通結節点として、都
　市機能の充実と質の高い都市空間の形成、市民や学生、就業者のにぎわい・文化・交流を創出
　する拠点形成をめざす「都市拠点」に位置付けられている。

【将来にわたる効果及び費用】
　１．将来にわたる効果
　　　本事業を実施することで、湘南台駅周辺の活性化に向けた多様な主体との共創の取組を進
　　め、湘南台地区ならではの賑わい創出を図る。中長期的な視点では、アートスクエアを含む
　　都市空間の有効活用とエリア価値向上が期待できる。
　２．将来にわたる費用
　　　本事業実施による地域、企業及び行政が担う役割については、プラットフォーム構築後に
　　自立・自走可能な運営手法を原則とした検討を進める。

【補正事業概要】
　　アートスクエアを中心とした湘南台駅周辺の活性化をめざし、社会実験を通じて、地域ニー
　ズを分析し、多様な主体との共創の取組によるエリアプラットフォームについて検討する。

(新) １．湘南台地区エリアプラットフォーム検討支援業務委託 千円1,000

1,989 494
特定財源の内訳 （国庫支出金） 官民連携都市再生推進事業補助金 1,000

補正額 1,000 1,000 0 0

＜拡充事業＞ 湘南台地区エリアプラットフォームの検討

補正後の額 3,483 1,000

一般財源

補正前の額 2,483 0 1,989 494

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

事　業　名 　湘南台地域まちづくり事業費

予算科目 湘南台市民センター

指針体系コード ２－３－１０１
まちづくりテーマ 誰もが、豊かに生活し、支えあう社会をつくる

重点施策名 コミュニティの活性化による持続的な地域づくりの推進
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　総務費

款 ２ 項 １ 目 １７細目 01 説明 04

【補正事業概要】
　　地域社会の健全な発展と住民福祉の向上に寄与するため、一般財団法人自治総合センターが
　実施するコミュニティ助成事業（一般コミュニティ助成事業）を活用し、採択された自治会・
　町内会に対し補助を行う。

１．コミュニティ事業に対する補助　　１団体 千円
 　 本市では、３団体から応募があり、県政策局を経由して、一般財団法人自治総合セン
　ターに対し申請を行ったところ、令和８年３月に１団体が採択された。　

　総務費

款 ２ 項 ７ 目 ２ 細目 01 説明 05

【補正事業概要】
　　片瀬海岸３丁目９番先津波避難施設整備工事に伴い実施した事後家屋調査委託の結果に基づ
　き補償費の算定を行う。

　　 １．補償費算定業務委託料 千円

家屋調査件数 調査結果

実施 11件 11件 損傷なし 2件

事前 事後 件数
対象 12件 11件 損傷あり

（算定対象）
9件

未実施（辞退） 1件 0件

補正後の額 110,644 8,274 2,600
補正額 1,881 0 0

災害対策の推進と消防・救急体制の充実

補正前の額 108,763 8,274 2,600

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債

事　業　名 　コミュニティ助成事業補助金

予算科目 市民自治推進課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

一般財源

補正前の額 0 0

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

補助対象団体
新屋敷第一町内会

（片瀬地区）

補正後の額 2,500 2,500
補正額 2,500 2,500

特定財源の内訳 （その他） コミュニティ助成事業助成金 2,500

2,500

0 1,881
35,610 64,160

1,881

補助金額 2,500千円

補助対象事業
町内会活動を行う上で必要なコ
ミュニティ活動備品の整備（山
車の修繕）

その他 一般財源

35,610 62,279

事　業　名 　防災設備等整備事業費

予算科目 防災政策課

指針体系コード １－１－２１
まちづくりテーマ 安全で安心なまちをつくる

重点施策名
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　民生費

款 ４ 項 １ 目 ２ 細目 13 説明 01

【補正事業概要】
　　令和８年６月に処遇改善等を趣旨とした障がい福祉サービスの報酬改定が実施されることに
　伴い、障がい者自立支援給付システムの改修を行う。

１．障がい者自立支援給付システム改修業務委託 千円

　民生費

款 ４ 項 ３ 目 １ 細目 02 説明 01

【補正事業概要】
　　平成２５年に国が実施した生活扶助基準改定に関する令和７年６月２７日の最高裁判決にお
　いて、「デフレ調整に係る厚生労働大臣の判断の過程及び手続には過誤、欠落があった」と指
　摘されたため、国の方針に基づき、当時の生活保護利用者に対し追加給付を行うにあたり、事
　務経費を増額補正する。

１．振込手数料等事務経費 千円

事　業　名 　介護給付費等事業費

予算科目 障がい者支援課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

特定財源の内訳

一般財源

補正前の額 10,790,140 5,145,339 2,630,874 3,013,927

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

6,185
補正後の額 10,802,508 5,151,522 2,630,874 3,020,112
補正額 12,368 6,183 0

（国庫支出金） 障がい者総合支援事業費補助金 6,183

12,368

事　業　名 　生活保護適用措置関係事務費

予算科目 生活援護課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

その他 一般財源

補正前の額 39,497 5,955 30 33,512

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債

0
補正後の額 43,888 10,346 30 33,512
補正額 4,391 4,391 0

特定財源の内訳 （国庫支出金） 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 4,391

4,391
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　民生費

款 ４ 項 ３ 目 ２ 細目 01 説明 01

【補正事業概要】
　　平成２５年に国が実施した生活扶助基準改定に関する令和７年６月２７日の最高裁判決にお
　いて、「デフレ調整に係る厚生労働大臣の判断の過程及び手続には過誤、欠落があった」と指
　摘されたため、国の方針に基づき、当時の生活保護利用者に対し追加給付を行う。

１．最高裁判決を踏まえた生活保護費追加給付 千円
（１）保護利用中の世帯
　ア　世帯数（令和８年３月末日時点）
　　　約４，６００世帯
　イ　給付方法
　　　職権による口座振込等での追加給付
　ウ　給付開始時期
　　　９月中旬予定

（２）保護廃止世帯
　ア　世帯数（令和８年３月末日時点）
　　　約６，７００世帯
　イ　給付方法
　　　申出による口座振込等での追加給付
　ウ　給付開始時期
　　　未定（国の方針に従い、夏頃に申出受付開始予定）

　衛生費

款 ５ 項 ２ 目 ２ 細目 04 説明 01

【補正事業概要】
　　リサイクルプラザ藤沢廃棄物処理棟で発生した火災に伴い、事業者が実施する建物本体等の
　復旧工事及び再発防止対策に要する経費を負担する。

１．リサイクルプラザ藤沢廃棄物処理棟の復旧工事等に係る負担金 千円

事　業　名 　生活保護扶助費

予算科目 生活援護課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

一般財源

補正前の額 10,809,437 7,967,277 171,625 2,670,535

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

117,024
補正後の額 11,310,097 8,342,771 179,767 2,787,559
補正額 500,660 375,494 8,142

事　業　名 　リサイクルプラザ管理費

予算科目 環境施設課

500,660

特定財源の内訳
（国庫支出金） 生活扶助費等国庫負担金 375,494

（県支出金） 生活保護費等負担金 8,142

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

その他 一般財源

補正前の額 328,860 0 21,619 307,241

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債

0 22,278
補正後の額 1,678,138 1,327,000 21,619 329,519
補正額 1,349,278 1,327,000

特定財源の内訳 （地方債） 火災復旧事業債 1,327,000

1,349,278
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　消防費

款 １０ 項 １ 目 ３ 細目 01 説明 05

【補正事業概要】
　　国内の自動車供給問題等の影響により、災害対応特殊化学消防ポンプ自動車、災害対応特殊
　消防ポンプ自動車の納期に大幅な遅れが生じることが判明したため、繰越明許費の設定を行う。
　　併せて、県支出金の繰越ができないことから、財源更正を行う。　

１．繰越明許費の設定

２．財源更正

　消防費

款 １０ 項 １ 目 ３ 細目 02 説明 01

【補正事業概要】
　　主要幹線道路である県道３０号戸塚茅ヶ崎線に設置された防火水槽は、設置から６９年が経
　過し、老朽化に伴う耐震性への懸念とともに、道路陥没などのリスクも考えられることから、
　長寿命化に向けた改修設計を行う。
　

１．防火水槽の長寿命化に向けた詳細設計業務委託 千円6,479

特定財源の内訳 （地方債） 消防施設整備事業債 4,800

1,679
補正後の額 27,622 4,800 22,822

補正額 6,479 4,800

その他 一般財源

補正前の額 21,143 0 21,143

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債

予算科目 警防課

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名

合　計 188,630

（単位：千円）
区　分 予算額 執行見込額 財源更正額

県支出金 市町村地域防災力
強化事業費補助金

17,871 5,305 △ 12,566

事　業　名 　消防水利管理費

備品購入費 災害対応特殊化学消防ポンプ自動車、災害対応特殊
消防ポンプ自動車

188,367

事務経費 旅費、役務費、公課費 263

特定財源の内訳 （県支出金） 市町村地域防災力強化事業費補助金 △ 12,566

（単位：千円）
区　分 金額

12,566
補正後の額 345,316 5,305 315,800 24,211

補正額 0 △ 12,566 0

一般財源

補正前の額 345,316 17,871 315,800 11,645

区　分 事業費 国庫支出金 県支出金 地方債 その他

予算科目 警防課

事　業　名 　消防自動車等整備費

指針体系コード
まちづくりテーマ

重点施策名
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